





L. 22517条 ① 株式会社は, ３名以上の構成員から構成される取締役会
により管理される｡ 定款は, (2001年５月15日法律第2001420号)《18名》を超
えることができない取締役会の構成員の最多数を定める｡




③ しかしながら, 取締役会長の死亡 (2003年８月１日法律第2003706号第
128条)《, 辞任または解職》の場合において, かつ取締役会がその構成員の１




(１) 2011年１月27日法律第2011103号については, 鳥山恭一 ｢取締役会における男女均衡
―取締役会および監査役会における女性および男性の均衡ある代表ならびに職業上の平等
に関する2011年１月27日の法律第2011103号｣ 日仏法学26号 (2011年) 197頁以下, 服部
有希 ｢フランスにおける取締役会等へのクオータ制の導入 ポジティブ・アクションに
よる職業上の男女平等｣ 外国の立法257号 (2013年) ３頁以下参照｡












L. 22518条 ① 取締役は, 創立総会または通常総会により任命される｡ L.
22516条所定の場合においては, 取締役は定款において選任される｡ その職務




② 取締役は, 定款に反対の定めがないかぎり, 再任されることができる｡ 取
締役は, 通常総会によりいつでも解任されることができる｡




















R. 22526条 取締役として選任された者は, その任命のときから, L. 22551














L. 225181 条 (2011年１月27日法律第2011103号 1Ⅱ条｡ 2017年１月１
日より施行) ① その株式が規制市場上での取引を認められている会社であっ









しない任命は, すべて無効である｡ 当該無効は, 不正規に任命された取締役が
参加してなされた決議の無効をもたらさない｡
(取締役の年齢制限)
L. 22519条 ① 定款は, 取締役の職務の執行に関し, 取締役の全員また
はその一定割合の者に対して適用される年齢の制限を定めなければならない｡


















法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 291(541)














② (2011年１月27日法律第2011103号第 1Ⅲ条｡ 2017年１月１日より施行)
《常置代表者は, L. 22518条第１項所定の取締役会の構成につき適法性の評

















R. 22516条 ① 取締役に任命された法人により選任される常置代表者の委
任は, 当該法人の委任と同一期間とする｡





R. 22517条 常置代表者の選任ならびにその委任の終了は, その者が自己の
名において取締役である場合と同一の公示手続に服する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第79条)

























L. 225211 条 (2012年３月22日法律第2012387号第 6Ⅱ条) ① 取締役
は, 事業年度終結時において, 当該株式会社が極小・小および中企業の定義に






法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 293(543)
(11) 取締役の兼任制限については, 出口哲也 ｢フランスにおける取締役職の兼任制限 (1)
(2・完)｣ 法と政治57巻２号 (2006年) 49頁以下, 同 3・4号119頁以下参照｡





① 会社の従業員は, その労働契約が (2001年12月11日法律
第20011168号により廃止)《その取締役への任命から少なくとも２年前より存
在しかつ》実際の雇用に合致する場合においてのみ, 取締役として任命される
ことができる｡ その者は, 労働契約の利益を喪失しない｡ 本項の規定に違反し




















L. 225221 条 (2005年７月26日法律第2005842号第 8Ⅰ条) その証券が










294(544) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(12) 従業員兼務取締役および従業員選出取締役等ついては, 山本真知子 ｢従業員の株式会
社経営への参加 フランス法との比較において ｣ 甲南法学51巻４号 (2011年) 275
頁以下参照｡
(13) 
(14) fonds commun de placement d’entreprise
16条ⅡおよびⅢの意味で支配されもしくは当該会社を支配するすべての会社












































法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 295(545)
よう取締役会に命じ, かつ前項および本条第５項所定の意味で定款を変更する
ことを目的とする決議案に非常総会が服することを請求することができる｡
③ 《前項の請求が認められるときは, アストラントおよび手続の費用は, 取
締役の負担となる｡》
④ 取締役会が, 従業員の代表する企業の投資合同ファンドの業務監査役会の










L. 22524条 ① 死亡または辞任により１人または数人の取締役に空席を
生じた場合には, 取締役会は, ２個の総会の間においてその暫定的な任命を行
うことができる｡





④ (2011年１月27日法律第2011103号第 1Ⅰ条｡ 2017年１月１日より施行)












296(546) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(15) 罰金強制 (astreinte) については, 大濱しのぶ 『フランスのアストラント 第二次
世界大戦後の展開』 (信山社出版, 2004年) 参照｡



























R. 22518条 L. 22524条所定の受任者は, 申請にもとづきこれを決する商事
裁判所長により選任される｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第81条)
法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 297(547)
(16) フランスの資格株制度については, 出口哲也 ｢取締役資格と株式保有要件｣ 法と政治























② 従業員により選出された取締役は, L. 22517条所定の取締役の最少数お
よび最多数の決定上 (2011年１月27日法律第2011103号第 1Ⅴ条｡ 2017年１




















298(548) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(17) personnel




を雇用している会社であって, かつ労働法典 L. 23221 条の適用上企業委員会
を設置する義務を負う会社においては, 取締役会がその数および選任方法につ






Ⅱ.－① 従業員を代表する取締役の数は, L. 22517条および L. 22518条所定
の取締役の数が12名を超える会社においては２名以上でなければならず, また
当該取締役の数が12名以下の会社においては１名以上でなければならない｡
② 従業員を代表する取締役は, L. 22517条および L. 22518条所定の取締






１号 会社およびその会社住所が L. 22528条所定の要件においてフランス
領土に定められた直接もしくは間接子会社の従業員を対象とする選出組織；












法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 299(549)
(21) administrateurs 	les 	
	
については, もしこれが存在する場合にはヨーロッパ企業委員会による選任,
または労働法典 L. 23511 条の意味におけるヨーロッパ会社については, 同法
典 L. 235216条所定の従業員代表組織もしくはこれが存在しない場合には同法






















L. 22528条 ① 従業員により選出され (2013年６月14日法律第2013504
号第 9Ⅰ3
｡












300(550) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
約の締結者でなければならない｡ (2013年６月14日法律第2013504号第 9Ⅰ3
｡





② 会社の従業員, および, 場合により, その会社住所がフランス領土に定め
られた直接もしくは間接子会社の従業員であってかつその労働契約が選出の日















がなされる場合,》候補者または候補者の名簿は, 労働法典 L. 4232 条 [現在


















































⑨ 選挙資格, 被選挙資格および選挙行為の正規性に関する訴えは, 労働法典




L. 22529条 ① 従業員により選出され (2013年６月14日法律第2013504
号第 9Ⅰ5
｡
条)《または L. 225271 条を適用して選任され》た取締役の委任











302(552) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(26) 	

(27) au plus fort reste
(28) scrutin de liste 	

	proportionnelle
(29) 混合名簿 (panachage) とは, 提出されている複数の名簿のなかから, 選挙人が候補
者を選んで自ら名簿を作成できることである (中村紘一ほか監訳 『フランス法律用語辞典』
(三省堂, 第３版, 2012年) 306頁)｡
② L. 22527条, (2013年６月14日法律第2013504号第 9Ⅰ5
｡
条)《L. 22527





L. 22530条 従業員により選出され (2013年６月14日法律第2013504号第 9
Ⅰ6
｡
条)《または L. 225271 条を適用して選任され》た取締役の委任は, 会








委員会が存在する場合はその構成員, 労働法典 L. 23511 条の意味におけるヨー
ロッパ会社については, 同法典 L. 235216条所定の従業員代表組織の構成員,










L. 225301 条 (2013年６月14日法律第2013504号第 9Ⅰ7
｡
条) 従業員






法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 303(553)
L. 225302 条 (2013年６月14日法律第2013504号第 9Ⅰ7
｡
条) 従業員










L. 22531条 従業員により選出され (2013年６月14日法律第2013504号第 9
Ⅰ8
｡










② 従業員により選出され (2013年６月14日法律第2013504号第 9Ⅰ9
｡
条)



















































L. 22535条 ① (2001年５月15日法律第2001420号)《取締役会は, 会社の








































































L. 22537条 ① 取締役会は, その構成員の半数以上が出席するときに限
り, 有効に決議をすることができる｡ これに反する条項は, すべて記載がない
ものとみなされる｡













法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 307(557)
(36) tous mandats
理された構成員の過半数をもって行われる｡


















いる》会社において, 取締役会長は, L. 225100条, L. 225102条, L. 225102























308(558) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(37) identification
(38) 	interne

















め, 取締役会により定められた原則および規定を表示し, かつ L. 2251003
条所定の情報の公示を記載する｡





R. 22519条 ① 定款に別段の定めのない限り, 取締役は, 他の取締役に対
し, 書面をもって, 取締役会の１個の会議につき自己を代理すべき委任を与える
ことができる｡










法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 309(559)
(41) les organisations 	
des entreprises






































R. 22524条 ① 取締役会決議の議事録の謄本または抄本は, 取締役会長・
執行役員・担当執行役員・会長の職務を一時的に委譲された取締役またはその実
行のための権限を与えられた代理人により, 有効に証明される｡




310(560) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(職業上および賃金の平等に関する方針)




































(46) フランスにおける利益相反取引については, 加藤徹 ｢取締役の自己取引とフランス新
会社法｣ 企業法研究201輯 (1972年) 40頁以下, 田村詩子 ｢フランスにおける取締役・会
社間の取引｣ 香川大学経済論叢57巻３号 (1984年) 174頁以下, 同 ｢取締役・会社間の取
引と 『取引』 フランスにおける取締役・会社間の取引 ｣ 香川大学経済論叢58巻４
号 (1986年) 35頁以下, 白石智則 ｢取締役会の許可を受けない利益相反取引についての無
効訴権の消滅時効｣ 国際商事法務40巻３号 (2012年) 419頁以下参照｡
(47) 旧規定では, ５パーセントであった｡




















役会長に対し報知される｡ 当該契約の一覧表および目的は, 会長により, 取締
役会構成員および会計監査役に対し報知される｡》
(利益相反取引の承認手続)
L. 22540条 ① (2001年５月15日法律第2001420号)《利害関係人》は,
L. 22538条が適用される契約を知ったときは, 遅滞なく取締役会に対し報告
をなす義務を負う｡





















































手数料, 承諾された支払期限, 約定された利息, 提供された担保, L. 225221
条および L. 225421 条所定の報酬または補償の各付与の種類・価額および方法
の各表示, ならびに必要あるときは, 問題の契約および支払債務の締結に関連す
る利害関係につき, 株主が評価することができるためのその他のすべての表示；》
法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 313(563)
(51) engagement
(利益相反取引に関する総会承認の効力)








L. 22542条 ① (2001年５月15日法律第2001420号)《利害関係人の責任》
























R. 225161条 会計監査役は, 通常総会の15日以上前までに, L. 22540条第３
項および L. 22588条所定の特別報告書を作成し, かつ会社住所に付託する｡
(1967年３月23日デクレ第67236号第191条)




① (2005年７月26日法律第2005842号第 8Ⅰ条) その証
券が規制市場上での取引を認められている会社において, 会長・執行役員また












③ 《L. 22538条を適用して取締役会により与えられた授権は, コンセイユ・
デタの議を経たデクレ所定の方法および期間内に公表される｡
④ 《L. 22540条を適用して総会の承認に服することは, 各受給者に対する
特別決議の対象となる｡ 当該承認は, 第１項所定の者により行使される委任の
各更新に対して要請される｡
⑤ 《その性質のいかんを問わず, いかなる支払も, 取締役会がその職務の終
任もしくは実質的な変更のときにまたはそれらの後に, 所定の要件の遵守を証






法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 315(565)
(52) 会社役員の報酬規制については, 鳥山恭一 ｢信頼と経済の現代化 信頼および経済
の現代化のための2005年７月26日の法律第2005842号｣ 日仏法学24号 (2007年) 134頁,
ミッシェル・ジェルマン (鳥山恭一訳) ｢上場会社のガヴァナンス｣ 慶応法学15・16号






る支払債務は, 第１項の規定にのみ服する｡ 社会保障法典 L. 13711条所定の








② しかしながら, 会社が銀行業または金融業を営むときは, 当該禁止は, 通
常の条件において締結された当該事業のためにする日常の取引には, 適用され
ない｡


















R. 225341 条 (2008年５月７日デクレ第2008448号) ① L. 225421 条第
３項所定の授権は, 当該授権が付与された取締役会の会議から５日以内の期間に
おいて, 当該会社のインターネット・サイトに対し公示される｡ 当該授権は, 受
給者の職務の全期間中, 当該サイトにおいて参照されることができる｡




316(566) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(取締役の報酬制限)
L. 22544条 ① (2012年３月22日法律第2012387号第 6Ⅲ条)《L. 225
211 条, L. 22522条および L. 22527条》の留保のもとに, 取締役は, L. 225
45条, L. 22546条, L. 22547条および L. 22553条所定の場合を除き, 継続的
であると否とを問わず, いかなる報酬をも会社から受けることができない｡










② (2011年１月27日法律第2011103号第 1Ⅷ条｡ 2017年１月１日より施行)








L. 22546条 取締役に託された任務または委任に対し, 特別報酬が取締役
会より与えられることができる｡ この場合には, 当該報酬は経費に計上され,





法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 317(567)
(54) versement
(55) suspendu
L. 22547条 ① 取締役会は, 自然人である１名の会長を, その構成員の
なかから選出するものとし, これに反する任命は無効とする｡ 取締役会は, 会
長の報酬を決定する｡
② 会長は, 取締役の任期を超えない期間をもって任命される｡ 会長は, 再選
されることができる｡












L. 22549条 (2001年５月15日法律第2001420号により廃止) ①いかなる
者も, フランス本国にその住所を有する株式会社の２個を超える取締役会長の
委任を, 同時に遂行することができない｡
















318(568) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(56) 現在においては, 取締役会長は, 取締役に適用される委任の兼任に関する規制に服す
ることになっている (L. 22521条, L. 225541 条, L. 22594条, L. 225941 条参照)｡





























R. 22534条 取締役会は, 会長の職務を一時的に委譲された者の当該委譲期





法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 319(569)




















R. 22526条 (前述 L. 22518条の参照条文)
(取締役会議事録の抜粋の法定公告受理資格新聞に対する通知書)












R. 225102条 ① 取締役会または場合により業務執行役員会は, とりわけ
(2006年12月11日デクレ第20061566号第39条)《L. 225100条および L. 2251002
条》所定の報告書において, 直近の事業年度経過中の会社および必要な場合はそ
の子会社の活動, 当該活動の成果, 実現した進展または遭遇した困難および将来
の見込みを, 明晰かつ正確な方法で説明する｡ 取締役会は, 業務全般の指揮に関
する L. 225511 条所定の２つの実行方法からなされた１つの選択を表示する｡
これが修正される場合を除き, 当該表示は, 後の報告書において再載されない｡





320(570) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(61) lieu de la direction administrative
(担当執行役員)
L. 22553条 (2001年５月15日法律第2001420号) ① 取締役会は, 執行役
員の提案にもとづき, 当該執行役員を補佐する任務を負う１人または２人以上
の自然人を, 担当執行役員の資格をもって, 任命することができる｡


































L. 22555条 (2001年５月15日法律第2001420号) ① 執行役員は, いつで
も取締役会により解任されることができる｡ このことについては, 担当執行役









L. 22556条 (2001年５月15日法律第2001420号) Ⅰ.－ ① 執行役員は,
あらゆる場合に会社の名において行為をなす最も広範な権限を付与されている｡
執行役員は, 当該権限を, 会社目的の範囲において, かつ法律が明示的に株主
総会および取締役会に付与している権限を除いて, 行使することができる｡















322(572) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(62) 
対して対抗することができない｡
Ⅱ.－ ① 執行役員の同意にもとづき, 取締役会は, 担当執行役員に付与さ
れた権限の範囲および期間を決定する｡
② 担当執行役員は, 第三者に対し, 執行役員と同一の権限を有する｡
翻
訳
法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 323(573)
